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通 則 法 第 44 条 第 １ 項 積 立 金 15¶480¶360¶094 3¶261¶542¶967 18¶741¶903¶061 ` ※注１

通 則 法 第 44 条 第 ３ 項 積 立 金
（研 究 施 設 等 整 備 積 立 金） 354¶091¶449 ` 354¶091¶449 ` 減少理由：前中期目標期間繰越積立金に振替

計 17¶443¶661¶784 20¶033¶133¶384 26¶799¶758¶985 10¶677¶036¶183

※注１\ 前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は15¶480¶360¶094円であり、これに前中期目標期間の最終年度の未処分利益1¶298¶241¶277円、研究施設等整備積立金の使用残額354¶091¶449円及び前
中期目標期間繰越積立金1¶609¶210¶241円を加えると積立金18¶741¶903¶061円になります。

] この積立金18¶741¶903¶061円のうち、今中期目標期間の業務の財源として繰越の承認を受けた額は、16¶771¶590¶417円であり、差し引き1¶970¶312¶644円については、国庫に納付しております。
15．目的積立金の取崩しの明細

（単位：円）

区 分 金 額 摘 要

目 的 積 立 金 取 崩 額
前 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金 6¶087¶666¶734 前中期目標期間において自己財源で取得した固定資産の減価償却費及び除却相当額等

計 6¶087¶666¶734

前 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金 1¶616¶097¶741 通則法第44条第１項積立金への振替、前中期目標期間繰越積立金による資産取得

そ の 他 通 則 法 第 44 条 第 ３ 項 積 立 金
（研 究 施 設 等 整 備 積 立 金） 354¶091¶449 前中期期間繰越積立金への振替

計 1¶970¶189¶190

16．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細
\ 運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

交 付 年 度 期 首 残 高 交付金当期交付額
当 期 振 替 額

期 末 残 高
運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資 本 剰 余 金 小 計

平 成 22 年 度 ` 61¶406¶811¶000 54¶226¶690¶331 1¶641¶699¶856 ` 55¶868¶390¶187 5¶538¶420¶813

] 運営費交付金債務の当期振替額の明細
{ 平成22年度交付分

（単位：円）

区 分 金 額 内 訳

運 営 費 交 付 金 収 益 `

業務達成基準によ
る振替額

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 `

`（業務達成基準を採用した業務は無い）
資 本 剰 余 金 `

計 `

運 営 費 交 付 金 収 益 `

期間進行基準によ
る振替額

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 `

`（期間進行基準を採用した業務は無い）
資 本 剰 余 金 `

計 `

平
成

™
š
年

 
月

˜
日
木
曜
日

(
号
外
第

˜
 
™
号
)

官
報

(
™
分
冊
の
™
)

�
œ


		2011-08-31T14:55:09+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




